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1．損益計算書の状況

◆1-1 連結情報 （短信：7,8ページ）

1

当第３四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年９月30日まで）におけるわが国経済は、東日本大震災や欧

米の金融不安により先行き不透明な状況で推移いたしました。また、これらの影響により、企業のオフィス投資や消耗品購

買意欲は低調に推移いたしました。

このような経営環境のもと、当社グループは、国内・海外を両輪とした持続的成長を目指し、国内市場におきましては、お

客様の期待値を超える際立った商品・サービスを提供することで、お客様に「選ばれ続ける企業」へと変革し、シェア拡大を

図ってまいりました。

一方、海外市場におきましては、アジアを中心とした新興国で生産・販売におけるバリューチェーンを強化するためにＭ＆

Ａ等を積極的に推進する等、アジアを新たな収益基盤とする「アジア企業」への変革を図ってまいりました。

以上の結果、売上高は1,944億円（前年同期比2.6％減）となりました。販売施策や商品開発体制の変革等による総利益

率改善及び経費削減に努めましたが、売上高減少の影響等により営業利益は40億円（前年同期比1.3％減）となりました。

経常利益は40億円（前年同期比1.2％減）となり、第３四半期までに特別利益９億円（固定資産売却益９億円）、特別損失27

億円（固定資産売却損９億円、子会社株式評価損７億円、投資有価証券評価損５億円、災害による損失３億円等）を計上

したこと等により、四半期純利益は３億円（前年同期比65.6％減）となりました。

(単位：百万円)

売 上 高 199,541 194,421 △5,120 △2.6%

売 上 総 利 益 66,944 66,789 △155 △0.2%

（率） (33.5%) (34.4%) (＋0.9p)

販売費及び一般管理費 62,834 62,733 △101 △0.2%

（率） (31.5%) (32.3%) (＋0.8p)

営 業 利 益 4,109 4,055 △54 △1.3%

（率） (2.1%) (2.1%) (＋0.0p)

経 常 利 益 4,137 4,087 △50 △1.2%

（率） (2.1%) (2.1%) (＋0.0p)

四 半 期 純 利 益 1,030 354 △676 △65.6%

（率） (0.5%) (0.2%) (△0.3p)

22年12月期
＜1～9月＞

23年12月期
＜1～9月＞

前年差額
（前年率差）

増減率

第3四半期累計（1～9月）

＜ご参考＞ 第3四半期（7～9月） (単位：百万円)

売 上 高 58,800 56,221 △2,579 △4.4%

売 上 総 利 益 19,984 18,826 △1,158 △5.8%

（率） (34.0%) (33.5%) (△0.5p)

販売費及び一般管理費 20,935 20,282 △653 △3.1%

（率） (35.6%) (36.1%) (＋0.5p)

営 業 利 益 △ 951 △ 1,455 △504 -

（率） (△1.6%) (△2.6%) (△1.0p)

経 常 利 益 △ 1,196 △ 1,698 △502 -

（率） (△2.0%) (△3.0%) (△1.0p)

四 半 期 純 利 益 △ 998 △ 1,834 △836 -

（率） (△1.7%) (△3.3%) (△1.6p)

（注）連結子会社23社・持分法適用関連会社2社となっております。

22年12月期
＜7～9月＞

23年12月期
＜7～9月＞

前年差額
（前年率差）

増減率



◆1-2 売上高 （短信：7ページ）

269,342

（単位：百万円）

252,520

205,319

（注）平成19年12月期より決算期を毎年3月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年は、各年の<1月～9月>（9ヶ月間）の数値を使用しています。 2
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売上高は、東日本大震災や欧米の金融不安等による、企業のオフィス投資や消耗品購買の低迷
の影響等により、1､944億円（前年同期比2.6％減）となりました。

199,541

23年12月期
<1月～9月>

(単位：百万円)

269,342 252,520 205,319 199,541 194,421 △5,120 △2.6%

85,052 81,675 67,080 66,944 66,789 △155 △0.2%

(31.6%) (32.3%) (32.7%) (33.5%) (34.4%) (＋0.9p)

78,006 76,069 66,010 62,834 62,733 △101 △0.2%

(29.0%) (30.1%) (32.2%) (31.5%) (32.3%) (＋0.8p)

7,045 5,606 1,069 4,109 4,055 △54 △1.3%

(2.6%) (2.2%) (0.5%) (2.1%) (2.1%) (＋0.0p)

6,721 5,536 1,447 4,137 4,087 △50 △1.2%

(2.5%) (2.2%) (0.7%) (2.1%) (2.1%) (＋0.0p)

△ 378 718 140 1,030 354 △676 △65.6%

(△0.1%) (0.3%) (0.1%) (0.5%) (0.2%) (△0.3p)

19年
<1～9月>

20年12月期
＜1～9月＞

21年12月期
＜1～9月＞

23年12月期
<1～9月>

前年差額
（前年率差）

増減率

売 上 高

売 上 総 利 益

（率）

販売費及び一般管理費

（率）

営 業 利 益

（率）

経 常 利 益

（率）

四 半 期 純 利 益

（率）

22年12月期
＜1～9月＞



◆1-3 売上総利益 （短信：7ページ）

31.6%

売上総利益率

32.3%

85,052

（単位：百万円）

81,675

67,080

32.7%

（注）平成19年12月期より決算期を毎年3月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年は、各年の<1月～9月>（9ヶ月間）の数値を使用しています。 3

0

100,000

60,000

80,000

40,000

20,000

19年
<1月～9月>

20年12月期
<1月～9月>

21年12月期
<1月～9月>

35.0%

34.0%

33.0%

31.0%

32.0%

22年12月期
<1月～9月>

34.4%
33.5%

23年12月期
<1月～9月>

22年12月期
<1月～9月>

売上総利益は667億円（前年同期比0.2％減）となり、売上総利益率は販売施策や商品開発体制の
変革等に努めた結果34.4％（前年同期比0.9ポイント増）となりました。

(単位：百万円)

269,342 252,520 205,319 199,541 194,421 △5,120 △2.6%

85,052 81,675 67,080 66,944 66,789 △155 △0.2%

(31.6%) (32.3%) (32.7%) (33.5%) (34.4%) (＋0.9p)

78,006 76,069 66,010 62,834 62,733 △101 △0.2%

(29.0%) (30.1%) (32.2%) (31.5%) (32.3%) (＋0.8p)

7,045 5,606 1,069 4,109 4,055 △54 △1.3%

(2.6%) (2.2%) (0.5%) (2.1%) (2.1%) (＋0.0p)

6,721 5,536 1,447 4,137 4,087 △50 △1.2%

(2.5%) (2.2%) (0.7%) (2.1%) (2.1%) (＋0.0p)

△ 378 718 140 1,030 354 △676 △65.6%

(△0.1%) (0.3%) (0.1%) (0.5%) (0.2%) (△0.3p)

19年
<1～9月>

20年12月期
＜1～9月＞

21年12月期
＜1～9月＞

23年12月期
<1～9月>

前年差額
（前年率差）

増減率

売 上 高

売 上 総 利 益

（率）

販売費及び一般管理費

（率）

営 業 利 益

（率）

経 常 利 益

（率）

四 半 期 純 利 益

（率）

22年12月期
＜1～9月＞

66,78966,944



◆1-4 販売費及び一般管理費 （短信：7ページ）

□主な販管費の実績

販売費及び一般管理費は、627億円（前年同期比0.2％減）となり、売上高販管費率は32.3％
（前年同期比0.8ポイント増）となりました。

9.0%
9.6%

7.7% 7.9%

0.0%

8.0%

10.0%
物流費

人件費

□主要項目の対売上高比率の推移

0

80,000

40,000

78,006 76,069

□販売費及び一般管理費の推移 （単位：百万円）

66,010

10.9%

8.0%

～～

19年
<1月～9月>

20年12月期
<1月～9月>

21年12月期
<1月～9月>

4

60,000

6.0%

～～

（注）平成19年12月期より決算期を毎年3月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年は、各年の<1月～9月>（9ヶ月間）の数値を使用しています。

29.0%
30.1%

12.0%

28.0%

30.0%

32.0%

販管費合計

34.0%
32.2%

22年12月期
<1月～9月>

7.9%

11.0%

31.5%

62,733

23年12月期
<1月～9月>

19年
<1月～9月>

20年12月期
<1月～9月>

21年12月期
<1月～9月>

22年12月期
<1月～9月>

23年12月期
<1月～9月>

62,834

8.1%

11.6%

32.3%

(単位：百万円)

販管費
売上高

販管費率
販管費

売上高
販管費率

販管費
売上高

販管費率
販管費

売上高
販管費率

販管費
売上高

販管費率
前年差額 前年率差

人件費 24,239 9.0% 24,219 9.6% 22,371 10.9% 22,047 11.0% 22,612 11.6% ＋565 ＋0.6p

減価償却費 2,750 1.0% 2,715 1.1% 2,485 1.2% 2,150 1.1% 2,509 1.3% ＋359 ＋0.2p

物流費 20,610 7.7% 20,072 7.9% 16,466 8.0% 15,759 7.9% 15,691 8.1% △68 ＋0.2p

販売費 5,954 2.2% 5,455 2.2% 4,314 2.1% 4,672 2.3% 4,127 2.1% △545 △0.2p

賃借料 2,608 1.0% 2,856 1.1% 2,441 1.2% 2,204 1.1% 1,945 1.0% △259 △0.1p

その他 21,845 8.1% 20,752 8.2% 17,933 8.8% 16,002 8.1% 15,849 8.2% △153 ＋0.0p

販管費合計 78,006 29.0% 76,069 30.1% 66,010 32.2% 62,834 31.5% 62,733 32.3% △101 ＋0.8p

23年12月期
＜1～9月＞

19年
<1～9月>

20年12月期
＜1～9月＞

21年12月期
＜1～9月＞

22年12月期
＜1～9月＞

20,000



◆1-4 販売費及び一般管理費 （短信：7ページ）
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□固定費・限界利益率の推移 （単位：百万円）

*固定費・・・物流費を除く販管費
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□損益分岐点売上高の推移 （単位：百万円）

200,000

5

4,530百万円
引き下げ

22年12月期
<1月～9月>

22年12月期
<1月～9月>

47,042

178,988

47,075

183,518

23年12月期
<1月～9月>

23年12月期
<1月～9月>

23.9%

24.4%
24.7%

25.7%

26.3%

限界利益率

26.0%

25.0%

24.0%

23.0%

27.0%

固定費は、ほぼ横ばいの470億円となりましたが、販売施策や商品開発体制の変革等に努め
た結果、売上総利益率が0.9ポイント改善し、限界利益率が0.6ポイント向上したため、損益分岐
点売上高を45億円引き下げました。
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◆1-5 営業利益及び経常利益 （短信：7ページ）

営業利益
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（単位：百万円）

6

（注）平成19年12月期より決算期を毎年3月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年は、各年の<1月～9月>（9ヶ月間）の数値を使用しています。

6,000

22年12月期
<1月～9月>

売上高営業利益率

2.6% 4.0%2.2%
2.0%

0.0%

0.5%
2.1%

4,055 4,087

営業利益は、売上総利益率の改善及び販管費の削減等に努めましたが、減収の影響等により、
40億円（前年同期比1.3％減）となり、経常利益は40億円（前年同期比1.2％）減となりました。

4,1374,109

23年12月期
<1月～9月>

2.1%

4,000

3,000

2,000

1,000

(単位：百万円)

269,342 252,520 205,319 199,541 194,421 △5,120 △2.6%

85,052 81,675 67,080 66,944 66,789 △155 △0.2%

(31.6%) (32.3%) (32.7%) (33.5%) (34.4%) (＋0.9p)

78,006 76,069 66,010 62,834 62,733 △101 △0.2%

(29.0%) (30.1%) (32.2%) (31.5%) (32.3%) (＋0.8p)

7,045 5,606 1,069 4,109 4,055 △54 △1.3%

(2.6%) (2.2%) (0.5%) (2.1%) (2.1%) (＋0.0p)

6,721 5,536 1,447 4,137 4,087 △50 △1.2%

(2.5%) (2.2%) (0.7%) (2.1%) (2.1%) (＋0.0p)

△ 378 718 140 1,030 354 △676 △65.6%

(△0.1%) (0.3%) (0.1%) (0.5%) (0.2%) (△0.3p)

19年
<1～9月>

20年12月期
＜1～9月＞

21年12月期
＜1～9月＞

23年12月期
<1～9月>

前年差額
（前年率差）

増減率

売 上 高

売 上 総 利 益

（率）

販売費及び一般管理費

（率）

営 業 利 益

（率）

経 常 利 益

（率）

四 半 期 純 利 益

（率）

22年12月期
＜1～9月＞



◆1-6 四半期純利益 （短信：7ページ）

売上高四半期純利益率
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（単位：百万円）

△378

718

四半期純利益

500

1,000

140
0

2,000

1,500

△0.1%
0.3% 0.1%

1.0%

△2.0%

2.0%

0.0%

△1.0%

7

（注）平成19年12月期より決算期を毎年3月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年は、各年の<1月～9月>（9ヶ月間）の数値を使用しています。

△500

22年12月期
<1月～9月>

0.2%

354

23年12月期
<1月～9月>

1,030

0.5%

四半期純利益は3億円（前年同期比65.6％減）となりました。

○特別利益・・・合計9.7億円
・固定資産売却益

（遊休資産の売却） 9.7億円

○特別損失・・・合計27.9億円
・固定資産売却損

（遊休固定資産の売却） 9.2億円
・子会社株式評価損（中国のﾌﾟﾘﾝﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ会社等）

7.3億円
・投資有価証券評価損 5.2億円 等

(単位：百万円)

6,721 5,536 1,447 4,137 4,087 △50 △1.2%

(2.5%) (2.2%) (0.7%) (2.1%) (2.1%) (＋0.0p)

＋1,704 △3,229 ＋438 △689 △1,818 △1,129 －

特 別 利 益 ＋4,052 － ＋643 ＋791 ＋976 ＋185 －

特 別 損 失 △ 2,348 △ 3,229 △ 205 △ 1,480 △ 2,794 △1,314 －

8,425 2,307 1,886 3,448 2,270 △1,178 △34.2%

(3.1%) (0.9%) (0.9%) (1.7%) (1.2%) (△0.5p)

8,803 1,589 1,746 2,418 1,916 △502 △20.8%

△ 378 718 140 1,030 354 △676 △65.6%

(△0.1%) (0.3%) (0.1%) (0.5%) (0.2%) (△0.3p)

増減率
19年

<1～9月>
20年12月期
＜1～9月＞

21年12月期
＜1～9月＞

経 常 利 益

（率）

（率）

（率）

法 人 税 等

22年12月期
＜1～9月＞

四 半 期 純 利 益

特 別 損 益

税金等調整前四半期純利益

23年12月期
<1～9月>

前年差額
（前年率差）



2．貸借対照表の状況 （短信：5,6ページ）

23年12月期
第3四半期末
（23年9月末）

仕入債務

有利子負債

その他負債

資本金

資本剰余金

利益剰余金

評価差額など
自己株式

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0
205

59

258

510

261

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

現金預金・
有価証券

売上債権

たな卸資産

その他流動資産

その他固定資産

5

（単位：億円）

＋28（＋10.8%）

△84（△16.5%）

＋7（＋2.6%）

△8（△11.9%）

412 ＋6（＋1.3%）

771

72
投資有価証券

有形固定資産

無形固定資産

△42（△5.4%）

＋28（＋62.0%）

△3（△1.5%）

△84（△21.2%）

＋1（＋0.4%）

△14（△1.0%）

△150

前年差額（増減率）

△143

2,528

資産の部

負債・純資産の部

主な増減要因

主な増減要因

△68（△2.7%）総資産

22年12月期末

（単位：億円）

＋38（＋11.7%）

190

158

244

397

321

67

22年12月期末

△9

8

3,000

23年12月期
第3四半期末
（23年9月末）

44

202

265

426

289

418

729

△143

1,342

190

158

245

313

359

2,460

△4

1,356

フリーキャッシュフロー
22億円増

売上減少のため

社宅売却△16億円

売上減少のため

長期借入金＋37億円

総資産は、売上債権が84億円減少したこと等により、総資産は2,460億円となりました。



3．キャッシュフロー・設備投資の状況 （短信：9,10ページ）

□ 設備投資・減価償却額の推移
建物 システム

機械 その他

19年
<1月～9月>

20年12月期
<1月～9月>

21年12月期
<1月～9月>

28

3 2

24

11 8

17

9 11

3

2 1

0

20

40

60

80 72

25 22

43
48 47

（単位:億円）

23年12月期
第3四半期末
（23年9月末）

22年12月期末
（22年12月末）

現預金
254

＋85

現預金
288

＋13営業CF

財務CF投資CF

△63

（単位：億円）

□ 現預金の増減内訳
23年12月期 <1月～9月>

＜平成23年12月期<1月～9月>のキャッシュフローについて＞

・営業活動では、税金等調整前四半期純利益22億円、減価償却費48億円等により、85億円の資金増と
なりました。

・投資活動では、設備投資支出55億円等により、63億円の資金減となりました。

以上の結果、フリーキャッシュフロー*は22億円となりました。

・財務活動では、借入金37億円増、配当金支払18億円等により、13億円の資金増となりました。

・当第3四半期末の資金は288億円となり、期首から33億円の増加となりました。

*  フリーキャッシュフロー＝営業キャッシュフロー＋投資キャッシュフロー

9

キャッシュ増減 ＋33億円

□ キャッシュフロー計算書
23年12月期 <1月～9月>

◆営業キャッシュフロー
税金等調整前四半期純利益
減価償却費
その他

◆投資キャッシュフロー
設備投資額
固定資産の売却
投資有価証券増減
その他

◆財務キャッシュフロー
借入金
配当金の支払
その他

＋85億円
22億円
48億円
15億円

△63億円
△55億円
＋20億円
△18億円
△10億円

＋13億円
＋37億円
△18億円
△6億円

（注）平成19年12月期より決算期を毎年3月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年は、各年の<1月～9月>（9ヶ月間）の数値を使用しています。

22年12月期
<1月～9月>

44

1

6

18

2
27

ﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰ
＋22億円

23年12月期
<1月～9月>

48

4

15

32

4

55

減価償却

△1
その他



4．事業セグメントの損益状況

◆4-1 ステーショナリー関連事業 （短信：2ページ）

3,908

129,198 128,895

3,861

0

100,000

120,000

140,000

60,000

19年
<1月～9月>

20年12月期
<1月～9月>

0

2,000

3,000

5,000

6,000

19年
<1月～9月>

20年12月期
<1月～9月>

116,940

21年12月期
<1月～9月>

4,008

21年12月期
<1月～9月>

10

（注）平成19年12月期より決算期を毎年3月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年は、各年の<1月～9月>（9ヶ月間）の数値を使用しています。

4,000

110,797

23年12月期
<1月～9月>

23年12月期
<1月～9月>

5,704

ステーショナリー関連事業におきましては、スマートフォンの内蔵カメラで手書きノートの内容を撮影し、そのままデータ
化できるスマートフォン対応ノート「CamiApp（キャミアップ）」シリーズを発売する等、高付加価値商品を拡充いたしました。

また、既存商品におきましては、昭和45年に発売したスティックのり「プリット」の環境対応商品としての安全性を強くア
ピールするため、スティックのりで唯一取得しているバイオマスマークをパッケージに大きく表記したほか、成分配合比率
の変更により塗りやすさを向上させる等、高付加価値化を推進いたしました。

オフィス通販事業「カウネット」におきましては、オフィス用品一括購買システム「ウィズカウネット」が好調に推移いたしま
した。また、節電対策に関する特集や、オフィスの困りごとを解決するプライベートブランド「はかどるシリーズ」等、８月に
発刊した新カタログで顧客ニーズに対応したテーマを展開したこと等により新規顧客が増加し、第３四半期におきまして過
去最高の売上を達成いたしました。

海外展開におきましては、中国におけるノート市場に本格的に参入するため、平成24年夏の稼働へ向けて、上海市に
ノート工場の建設を決定し、中国国内のバリューチェーンを強化するとともに、現地向け商品の開発を推進しました。
インドにおきましては、現地市場での事業拡大のため、カムリン社とともに、共同事業の本格的な開始のための基盤作り
を推進いたしました。

また、ベトナムにおきましては、現地のニーズに即した商品の投入及び、販売チャネルの積極的な開拓を行い、販売目
標を達成する等、好調に推移いたしました。

しかしながら、景気の不透明感による消耗品の買い控えの影響等により、売上高は1,107億円（前年同期比1.7％減）と
なり、営業利益は57億円（前年同期比2.1％減）となりました。

112,697

22年12月期
<1月～9月>

5,825

22年12月期
<1月～9月>

80,000

40,000

20,000 1,000

(単位：百万円)

ステーショナリー

売 上 高 112,697 110,797 △1,900 △1.7% 35,103 34,364 △739 △2.1%

売 上 総 利 益 39,642 38,779 △863 △2.2% 12,354 11,388 △966 △7.8%
（率） (35.2%) (35.0%) (△0.2p) (35.2%) (33.1%) (△2.1p)

販売費及び一般管理費 33,816 33,075 △741 △2.2% 11,501 10,859 △642 △5.6%
（率） (30.0%) (29.9%) (△0.1p) (32.8%) (31.6%) (△1.2p)

営 業 利 益 5,825 5,704 △121 △2.1% 852 529 △323 △37.9%
（率） (5.2%) (5.1%) (△0.1p) (2.4%) (1.5%) (△0.9p)

（ご参考）オフィス通販カウネット売上高387億円（前年比3.8％増） 

23年12月期
＜7～9月＞

前年差額
（前年率差）

増減率
23年12月期
＜1～9月＞

前年差額
（前年率差）

増減率
22年12月期
＜7～9月＞

22年12月期
＜1～9月＞

第3四半期累計（1～9月） ＜ご参考＞



19年
<1月～9月>

20年12月期
<1月～9月>

21年12月期
<1月～9月>

◆4-2 ファニチャー関連事業 （短信：3ページ）

140,143

123,624

88,379

0

100,000

120,000

160,000

80,000

19年
<1月～9月>

20年12月期
<1月～9月>

21年12月期
<1月～9月>

11

40,000

（注）平成19年12月期より決算期を毎年3月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年は、各年の<1月～9月>（9ヶ月間）の数値を使用しています。

140,000

3,137

1,744

△2,937

1,000

2,000

3,000

4,000

0

△1,000

△2,000

△3,000

60,000

23年12月期
<1月～9月>

23年12月期
<1月～9月>

83,624

△1,649

ファニチャー関連事業におきましては、オフィスを始めとしたさまざまな分野において、設計やコンサルティング、運

用にいたるまで空間全体でお客様を支援する「空間価値提供型ビジネス」への変革を図ってまいりました。また、お客

様起点のビジネスモデルを確立するため、販売施策や商品開発体制の変革等のバリューチェーン改革を積極的に推

進し、総利益率を改善いたしました。

中国におきましては、海外戦略商品として昨年発売したエアーフォートチェアーが上海市で開催されたオフィス家具

見本市の回転いす部門において金賞を受賞する等、デザイン及び機能が高い評価を受けました。また、オフィス空間

における生産性向上や業務効率化等の観点を取り入れたソリューション提案を積極的に推進いたしました。

しかしながら、企業のオフィス投資抑制の影響等により、売上高は836億円（前年同期比3.7％減）となりました。営業

損失は総利益率の改善に努めましたが、売上高減少の影響等により16億円となりました。

＊平成23年２月15日に発表いたしました「事業セグメント変更に関するお知らせ」でお知らせしましたとおり、平成23年12月期より、

旧「ファニチャー関連事業」と「店舗関連事業」を統合し、「ファニチャー関連事業」として開示いたします。そのため、平成22年12月

期の「ファニチャー関連事業」の数値は、旧「ファニチャー関連事業」と「店舗関連事業」を合算した数値となっています。

86,843

22年12月期
<1月～9月>

22年12月期
<1月～9月>

△1,715

20,000

第3四半期累計（1～9月） ＜ご参考＞ (単位：百万円)

ファニチャー

売 上 高 86,843 83,624 △3,219 △3.7% 23,696 21,856 △1,840 △7.8%

売 上 総 利 益 27,301 28,009 ＋708 ＋2.6% 7,630 7,439 △191 △2.5%
（率） (31.4%) (33.5%) (＋2.1p) (32.2%) (34.0%) (＋1.8p)

販売費及び一般管理費 29,017 29,658 ＋641 ＋2.2% 9,433 9,424 △9 △0.1%
（率） (33.4%) (35.5%) (＋2.1p) (39.8%) (43.1%) (＋3.3p)

営 業 利 益 △ 1,715 △ 1,649 ＋66 - △ 1,803 △ 1,984 △181 -
（率） (△2.0%) (△2.0%) (＋0.0p) (△7.6%) (△9.1%) (△1.5p)

前年差額
（前年率差）

増減率
22年12月期
＜1～9月＞

23年12月期
＜1～9月＞

前年差額
（前年率差）

増減率
22年12月期
＜7～9月＞

23年12月期
＜7～9月＞



5．平成23年12月期の見通し（短信：3ページ）

第３四半期累計期間における業績は当初計画を下回っておりますが、引き続き積極的な高付
加価値提案の推進及び経費削減の徹底等により、収益の拡大に努めてまいります。そのため、
平成23年７月28日に発表した平成23年12月期の通期の業績予想から変更はありません。

（注）この資料に記述されている予想数値は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき
作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

12

通期（対前年） (単位：百万円)

売 上 高 261,873 262,000 ＋127 ＋0.0%

営 業 利 益 3,282 4,000 ＋718 ＋21.9%

（率） (1.3%) (1.5%) (＋0.2p)

経 常 利 益 3,324 4,000 ＋676 ＋20.3%

（率） (1.3%) (1.5%) (＋0.2p)

当 期 純 利 益 815 1,300 ＋485 ＋59.5%

（率） (0.3%) (0.5%) (＋0.2p)

ステーショナリー (単位：百万円)

ステーショナリー

売 上 高 148,986 148,800 △186 △0.1%

営 業 利 益 6,532 6,200 △332 △5.1%

（率） (4.4%) (4.2%) (△0.2p)

ファニチャー (単位：百万円)

ファニチャー

売 上 高 112,886 113,200 ＋314 ＋0.3%

営 業 利 益 △ 3,249 △ 2,200 ＋1,049 －

（率） (△2.9%) (△1.9%) (＋1.0p)

22年12月期
実績

23年12月期
目標

前年差額
（前年率差）

増減率

22年12月期
実績

23年12月期
目標

前年差額
（前年率差）

増減率

22年12月期
実績

23年12月期
目標

前年差額
（前年率差）

増減率
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「プリット」を塗りやすく改良

コクヨS＆T株式会社は、昭和45年に日本初のスティッ
クのりとして発売した「プリット」を4年ぶりに改良しました。

「プリット」は、昭和44年にドイツのヘンケル社が発明し、
当社が昭和45年に日本で初めて販売を開始したスティッ
クのりです。スティックのりは、現在、日本の家庭やオフィ
スで使用されているのりの40％強を占め、近年、出荷量
は横ばいで推移しています。

今回、4年ぶりの改良を行い、一度にのりがつきすぎて
ダマになることなく、均一に塗りやすくなりました。一方で
これまで同様、紙と布を接着できる強い接着力は維持し
ています。

また、植物由来成分を使用しており、スティックのりで唯
一バイオマスマークを取得しています。有機溶剤や主成
分に石油系化合物を使用しておらず、服についても30度
のお湯できれいに洗い流すことができます。

スティックのり「プリット」

6．主なトピックス

スマートフォン対応ノート「CamiApp（キャミアップ）」シリーズを発売

コクヨS＆T株式会社は、手書きノートの内容を、デー

タ化できるスマートフォン対応ノート「CamiApp（キャミ

アップ）」シリーズを発売しました。また、スマートフォン

専用アプリ「CamiApp」の無料配信を開始しました。

近年スマートフォンの普及に伴って、打合せの内容

等を記録した手書きノートを、スマートフォンで撮影・

データ化し、その読み取った記録情報を活用するユー

ザーが増加しています。

「CamiApp」シリーズは、ノートページ全体を撮影し、

自動で傾きや台形補正を行いデータ化します。読み

取ったノート内容のデータは、ペンや消しゴム等の機

能で加工もでき、そのままメール送信や既存のクラウ

ドサービス（Evernote、Dropbox）にデータをアップロー

ドすることもできます。

スマートフォン対応ノート
「CamiApp（キャミアップ）」



コクヨS＆T株式会社は、中国におけるステーショナリー事業を強化するために2012年夏頃の
稼動予定で上海市奉賢区にノート工場の建設を開始しました。

中国では現在、流通三段階が明確で、その中でも広い国土を背景としてエリア単位の卸の
位置づけが高くなっています。当社では、すでに40社を超える大手有力卸と取引を開始してお
り、平成22年には日本からの生産輸出により約200万冊のノートの販売実績を上げました。今
後はますます販売量の増加が見込まれると判断し、中国に生産拠点を作ることで本格的に中
国市場に参入することを決定しました。

新工場は、現在上海・北京においてオフィス通販事業「Easy buy」を展開している国誉商業
（上海）有限公司の上海工場（仮）として運営する予定であり、中国において製造事業を行うた
めに必要なライセンスは、既に上海市当局より申請・認可されております。

今後は、今回の新工場設立による生産機能面からの中国内のバリューチェーン強化に加え
て、中国向けの商品の開発や、アジアで構築したバリューチェーン上の商品の販売を強化す
ることで、ますます成長が見込まれる中国市場において、スピードを上げてステーショナリー事
業を展開していきます。

中国・上海でノート工場を建設
中国内でのバリューチェーンを整備し、内需獲得へ

14

6．主なトピックス

株式会社カウネットは、事務用品、OA用品、生活用品な
ど約34,800品番を掲載した「カウネットカタログ2011年秋冬
号（第22号）」とオフィス家具など約3,100品番を掲載した「カ
ウネット家具カタログ2011年秋冬号（第10号）」を発刊しまし
た。

今号では、仕事の効率アップが図れて時短につながる文
具や、節電に役立つLED電球等を紹介しています。

カウネットオリジナル商品は、前号比約300品番増の約
3,600品番に拡大。また、売れ筋のカウネットオリジナルコ
ピー用紙、トイレットペーパー等約1,500品番を平均約7％プ
ライスダウンします。カウネットでは毎号1,000品番を超える
規模で値下げを実施しており、今号で10号連続となります。

新たな取組みとしては、QRコードを携帯電話やスマート
フォンで読み取るとテーブルの素材の拡大画像を見ること
ができるサービス「テーブル素材アップビュー」を開始します。

カウネット新カタログ発刊
テーマは「元気を届ける、カウネット」

カウネット家具カタログ
2011年秋冬号

カウネットカタログ
2011年秋冬号


